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(57)【要約】
【課題】　本発明の目的は、測定対象物に対して局所的
に光を照射し、かつ、測定対象物からの反射光、散乱光
、蛍光等を効率よく受光することができる光学測定装置
及び光学測定方法を提供することである。
【解決手段】
　本発明に係る光学測定装置は、発光部と、発光部から
の光を対象物に向けて導波する照射用導波体と、対象物
からの光を導波する受光用導波体と、受光用導波体を導
波してきた光を受光する受光部、を備え、前記受光用導
波体の受光端における開口数が、前記照射用導波体の出
射端における開口数よりも大きいことを特徴とする。
【選択図】　　　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　発光部と、
　発光部からの光を導波して対象物に向けて出射する照射用導波体と、
　対象物からの光を受光して導波する受光用導波体と、
　受光用導波体を導波してきた光を受光する受光部、を備え、
　前記受光用導波体の受光端における開口数が、前記照射用導波体の出射端における開口
数よりも大きいことを特徴とする光学測定装置。
【請求項２】
　前記照射用導波体の出射端近傍に前記受光用導波体の受光端が配置されていることを特
徴とする請求項１記載の光学測定装置。
【請求項３】
　前記照射用導波体の出射端側近傍と前記受光用導波体の受光端側近傍とが
一体化されていることを特徴とする請求項２記載の光学測定装置。
【請求項４】
　前記照射用導波体と前記受光用導波体はそれぞれ屈折率の異なる物質からなり、それぞ
れの軸が互いに略平行である一体構造をなしていることを特徴とする請求項２ないし３記
載の光学測定装置。
【請求項５】
　前記照射用導波体と前記受光用導波体は同軸層構造をなしていることを特徴とする請求
項４記載の光学測定装置。
【請求項６】
　発光部からの光を端部における開口数が小さい第一の導波体を用いて導波して対象物に
向けて出射し、前記対象物からの光を端部における開口数が大きい第二の導波体を用いて
受光して受光部へ導波することを特徴とする光学的測定方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、測定対象物に光を照射して当該測定対象物からの反射光、散乱光、蛍光等を
測定することによって、当該測定対象物の性質等を測定する装置およびその測定方法に関
するものである。
【背景技術】
【０００２】
　この種の光学測定装置として、例えば特許文献１に記載されているものが知られている
。この文献には近赤外分光法を用いた生体組織酸素モニタが示されており、光を測定対象
物まで導光して照射するための光ファイバと、測定対象物からの反射光、散乱光、蛍光等
を光ファイバで受光し、受光素子に導光するものが開示されている。
【特許文献１】特開平５－２１２０１６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかしながら上記のような光学測定装置においては、光を測定対象物まで導光するため
の光ファイバに要求される特性と、測定対象物からの反射光、散乱光及び蛍光を受光する
ための光ファイバに要求される特性が異なるにも関わらず、同一のまたは同種の光ファイ
バを用いていたことから、測定対象物に対して局所的に光を照射し、かつ、測定対象物か
らの反射光、散乱光、蛍光等を効率よく受光することが充分には達成されていなかった。
本発明は、上記問題点を解消するためになされたものである。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本発明に係る光学測定装置は、発光部と、発光部からの光を導波して対象物に向けて出
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射する照射用導波体と、対象物からの光を受光して導波する受光用導波体と、受光用導波
体を導波してきた光を受光する受光部、を備え、前記受光用導波体の受光端における開口
数が、前記照射用導波体の出射端における開口数よりも大きいことを特徴とする。
【０００５】
　この光学測定装置では、光の出射端における開口数が小さい照射用導波体から測定対象
物に対して光を照射することができるため、局所的に光を照射することができ、かつ、受
光端における開口数が大きい受光用導波体により測定対象物からの反射光、散乱光、蛍光
等を受光することができるため、これらの光を効率よく受光することができる。
【０００６】
　本発明に係る光学測定装置は、さらに照射用導波体の出射端近傍に前記受光用導波体の
受光端が配置されていることを特徴とする。
【０００７】
　この光学測定装置では、照射用導波体の出射端近傍に受光用導波体の受光端が配置され
ているため、周囲に拡がり易い測定対象物からの光を充分に受光することができる。
【０００８】
　本発明に係る光学測定装置では、さらに照射用導波体の出射端側近傍と受光用導波体の
受光端側近傍とが一体化されていることを特徴とする。
【０００９】
　この光学測定装置では、照射用導波体の出射端側近傍と前記受光用導波体の受光端側近
傍とが一体化されていることから、光が照射される測定対象物の近傍に受光端を配置する
ことが容易となり、測定対象物から発生する光を充分に受光することができる。
【００１０】
　本発明に係る光学測定装置では、さらに前記照射用導波体と前記受光用導波体はそれぞ
れ屈折率の異なる物質からなり、それぞれの軸が互いに略平行である一体構造をなしてい
ることを特徴とする。
【００１１】
　この光学測定装置では、よりコンパクトに導波体を構成することができ、測定時の取り
扱いも容易となる。
【００１２】
　本発明に係る光学測定装置では、さらに前記照射用導波体と前記受光用導波体は同軸層
構造をなしていることを特徴とする。
【００１３】
　この光学測定装置では、導波体の一体化が容易であり、よりコンパクトな装置構成とす
ることができる。
【００１４】
　また、本発明に係る光学測定方法では、発光部からの光を端部における開口数が大きい
第一の導波体を用いて導波して対象物に向けて出射し、前記対象物からの光を端部におけ
る開口数が小さい第二の導波体を用いて受光して受光部へ導波することを特徴とする。
【００１５】
　この光学測定方法では、開口数が小さい第一の導波体を用いて対象物に向けて光を導波
し、照射することから、局所的に照射が可能であり、かつ、開口数が大きい第二の導波体
を用いて測定対象物からの光を受光することができるため、これらの光を効率よく受光す
ることできる。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、測定対象物に対して局所的に光を照射し、かつ測定対象物からの光を
効率よく受光することが可能となり、受光量を相対的に向上させることができ、測定精度
を向上させることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
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　以下、添付図面を参照して、本発明を実施するための最良の形態を詳細に説明する。な
お、図面の説明において同一の要素には同一符号を付し、重複する説明は省略する。
【００１８】
　図１は第一の実施形態に係る光学測定装置１とそれを使った測定方法の模式図である。
光学測定装置１は、発光部２と、発光部からの光を測定対象物に向けて導波する照射用導
波体８と、測定対象物からの反射光、散乱光、蛍光等を受光して、導波する受光用導波体
９と、受光用導波体９を導波してきた光を受光する受光部５、とを備える。
【００１９】
　発光部２は、発光素子３とその制御部４を備え、発光素子３から発光した光は、照射用
導波体８に光学的に結合され、照射用導波体８中を導波する。発光素子３は光を出力する
素子であって、好適にはレーザ光を出力する半導体レーザ素子を含む。
【００２０】
　受光部５は、受光素子６とその制御部７を備え、受光用導波体９を導波されてきた光は
受光素子６に光学的に結合される。受光素子６としてはフォトダイオード等が用いられる
。
【００２１】
　ここで、照射用導波体８の出射端と受光用導波体９の受光端とは測定対象物１０にそれ
ぞれ対向するように同じ側に近接して設置されており、前記受光用導波体９の受光端にお
ける開口数は、前記照射用導波体８の出射端における開口数よりも大きいものとされてい
る。このようにすることにより、測定対象物へ向け出射される光は局所的に出射できると
ともに、測定対象物から種々の角度で発生した光を効率よく受光することができる。
【００２２】
　照射用導波体８を出た光は測定対象物１０に照射され、測定対象物１０からは照射され
る光の波長、強度等に応じ、反射光、散乱光、蛍光等が発せられる。これら測定対象物か
ら発せられる光は通常無指向性であるため、あらゆる方向に種々の角度をもって発せられ
ることになる。一方、受光用導波体９で受光され導波される光は、受光用導波体９の構造
から決定される入射臨界角以下の角度を持って受光用導波体９端面に入射する光に限られ
る。ここで入射臨界角θimaxは、受光用導波体９の光が導波する部分の屈折率をｎｊ、そ
の周囲の屈折率をｎｏとすると、以下の式で表される。
【００２３】
【数１】

【００２４】
一方、受光用導波体９の開口数（ＮＡｏ）は、次の式で表される。
【００２５】
【数２】

【００２６】
　前記２つの式から、入射臨界角θimaxと開口数（ＮＡｏ）との間には次の近似式が成り



(5) JP 2008-102009 A 2008.5.1

10

20

30

40

50

立つ。
【００２７】
　θimax＝ＮＡｏ
【００２８】
　すなわち受光用導波体のＮＡｏが大きいほど受光用導波体９における入射臨界角θimax
は大きくなるため、より広範な角度で受光用導波体９端面に入射する光を受光し、受光素
子６へと導波することができる。これにより、測定対象物５から発せられる光をより多く
受光でき、得られる情報量を多くすることができる。
【００２９】
　図２は第一の実施形態に係る光学測定装置１における照射用８及び受光用導波体９の一
端面付近における断面構造を表す図である。照射用導波体８と受光用導波体９は、共に断
面が略円形の光ファイバからなり、照射用導波体８と受光用導波体９が近接して配置され
、これらの光ファイバは束ねられて１５０μｍ×２５０μｍの略矩形断面形状となるよう
に保護層１４にて一体化されている。ここで照射用導波体８は、純石英ガラスからなる直
径６０μｍの略円柱状をなす光ファイバであり、その端部における開口数は０．１０であ
る。受光用導波体９は、ゲルマニウム添加石英ガラスからなる直径６０μｍの略円柱状を
なす光ファイバであり、その端部における開口数は０．２０である。
【００３０】
　再び図１に基づき説明する。発光部２には中心波長７００ｎｍの光を発光可能な半導体
レーザ素子があり、照射用光ファイバとは一体化された端の他端側で光学的に結合されて
いる。一方受光部には中心波長７００ｎｍの光を受光可能なフォトダイオードがあり、受
光用光ファイバとは一体化された端の他端側で光学的に結合されている。これにより、発
光部２で発光された中心波長７００ｎｍの光は照射用光ファイバを導波し、一体化された
端側から測定対象物に照射される。また、測定対象物から発せられた光は受光用光ファイ
バにより受光され、受光部にあるフォトダイオードに導波される。さらに受光した光はフ
ォトダイオードにより電気信号に変換される。なおこれら半導体レーザ素子と照射用光フ
ァイバ、フォトダイオードと受光用光ファイバとを光学的に結合する際、必要に応じレン
ズ（図示せず）等を介在させて結合効率を向上させると良い。
【００３１】
　本実施形態においては、照射用導波体８の照射端と受光用導波体９の受光端が近接して
配置され一体化されているため、ほぼ同一箇所に照射端と受光端を配置することができ、
その結果、測定対象物における照射部近傍から発する光を効率よく受光することができる
と共に取り扱いも容易になる。また、生体のように常に測定対象物自体が動いている場合
や、更には生体内部の場合のように、限られた開口範囲から局所的に光を照射し、かつ、
受光する必要がある場合に好適である。
【００３２】
　図３は第二の実施形態に係る光学測定装置における照射用及び受光用導波体の一端面付
近における断面構造を表す図である。照射用導波体８と受光用導波体９は、共に断面が略
円形の光ファイバからなり、照射用導波体の周囲を取り巻くように複数の受光用導波体が
それぞれの軸が互いに略平行であるように配置され、これらの光ファイバが一体化されて
いる。ここで、照射用光ファイバは純石英ガラスからなる直径６０μｍの略円柱状であり
、その端部における開口数は、０．１０である。受光用光ファイバはゲルマニウム添加石
英ガラスからなる直径６０μｍの略円柱状であり、その端部における開口数は０．２であ
る。即ち、照射用及び受光用光ファイバはそれぞれ屈折率の異なる物質からなり、照射用
光ファイバの開口数が小さく、その周囲には開口数が大きい受光用光ファイバが配置され
ている。図３の例では、１本の照射用光ファイバの周囲に、計１７本の受光用光ファイバ
が密接して配置され、これらは全体として直径約４００μｍの略円形断面形状となるよう
保護層１４で覆われているとともに一体化される。
【００３３】
　図４は第二の実施形態に係る光学測定装置を用いた光学測定方法の概念を示す模式図で
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ある。第一の実施形態と同様に、発光部には中心波長７００ｎｍの光を発光可能な１個の
半導体レーザ素子があり、照射用光ファイバとは一体化された端の他端側で光学的に結合
されている。一方受光部には中心波長７００ｎｍの光を受光可能な計１７個のフォトダイ
オードがあり、受光用光ファイバの一体化された端の他端側において各々の光ファイバと
それぞれ光学的に結合されている。なお一体化された端の他端側においては照射用光ファ
イバ８や受光用光ファイバ９は一体化せず、それぞれが発光部や受光部と光学的に接続す
る。また、これら半導体レーザ素子と照射用光ファイバ、フォトダイオードと受光用光フ
ァイバとを光学的に結合する際、必要に応じレンズ（図示せず）等を介在させて結合効率
を向上させると良い。
【００３４】
　中心部に配列された開口数が小さい照射用光ファイバ８から出射された光は、測定対象
物１０に照射される。照射用光ファイバ８の端面から出射される光は照射用光ファイバの
最大（入射）臨界角で決まる拡がり角をもって出射されるが、開口数が小さくされている
ことから拡がり角は小さくなり、測定対象物１０の特定部位に局所的に光を照射すること
ができる。
【００３５】
　一方、照射用光ファイバの周囲に配置された開口数が大きい受光用光ファイバ９により
、測定対象物１０に照射された光に基づく測定対象物１０からの発光（反射光、散乱光、
蛍光等）を受光するので、種々の角度で測定対象物１０から発せられる光を受光すること
ができる。さらには照射用光ファイバの出射端周囲に受光用ファイバの受光面である端面
が配置されていることから、空間的にもより広い範囲の光を受光することができる。加え
てこのように照射用と受光用光ファイバを配置することで、照射や受光に寄与しない部分
の断面積を小さくすることができ、装置の小型化が図ることができ、取り扱いも容易にな
る。また、ほぼ同一箇所に照射端と受光端を配置することができ、生体のように常に測定
対象物自体が動いている場合や、更には生体内部の場合のように、限られた開口範囲から
局所的に光を照射し、かつ、受光する必要がある場合に好適である。
【００３６】
　発光部で発光された中心波長７００ｎｍの光は照射用光ファイバ８を導波し、束ねられ
た端側から測定対象物１０に照射される。さらに測定対象物１０から発せられた光は受光
用光ファイバ９により受光、導波され、受光部にあるフォトダイオードに光学的に結合さ
れ、電気信号に変換される。この電気信号を解析し、特定波長の光強度変化や、スペクト
ル解析を行うことにより、測定対象物の性質を測定することができる。このような測定の
例としては、血液の透過光強度を測ることによる血中ヘモグロビン濃度測定や、蛍光物質
を集積させた癌組織から生じる蛍光特性の測定等が挙げられる。
【００３７】
　上記の例では、１本の照射用光ファイバの周囲に計１７本の受光用光ファイバが密接し
て配置したが、この形態に限られるものではなく、もちろん複数の照射用光ファイバ周囲
に複数の受光用光ファイバが配置されていてもよい。
【００３８】
　図５は第三の実施形態に係る光学測定装置における照射用及び受光用導波体の断面構造
を表す図である。
断面が各々略円形である複数層が一体化された光ファイバであって、前記光ファイバは、
中心部近傍に第１コア、その周囲に第２コア、さらにその周囲にクラッドを有する同軸３
層構造となっており、夫々は石英ガラスを主成分とする材料で構成されている。
第１コア部は直径６μｍ、第２コア部は直径１２５μｍ、クラッド部は直径２５０μｍで
あり、クラッド部の外周はさらに厚み約７５μｍの樹脂層で覆われている。第１コア部は
ゲルマニウム添加石英ガラスから、第２コア部は純石英ガラスから、
クラッド部はフッ素添加石英ガラスからなる。
【００３９】
　夫々、第１コア部を導波する光に対しての開口数は０．０７であり、第２コア部を導波
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する光に対しての開口数は０．０５であり、第２コア部を導波する光に対しての開口数は
第１コア部を導波する光に対しての開口数よりも大きくなっている。
【００４０】
　図６は第三の実施形態に係る光学測定装置およびこれを用いた光学測定方法の概念を示
す模式図である。受光部、発光部は第一、第二の実施形態と同様の構成であり、図５に示
した構造を持つ導波体を用い、発光部から発光された光は第１コア部１１へと光学的に結
合され、導波されて、測定対象物１０に照射される。測定対象物１０から発せられた光は
、第２コア部１２にて受光され、導波されて受光素子６へと光学的に結合される。発光さ
れ第１コア部１１を導波して測定対象物１０に照射された光は、第１コア部１１を導波す
る光に対しての開口数が小さいことから測定対象物１０の局所的部分に照射することが可
能である。また、第２コア部１２を導波する光に対しての開口数が大きいことから、測定
対象物１０の照射部近傍から種々の角度で発せられる光を広く集めることができ、その結
果、測定対象物１０からの情報を多く集めることが可能となる。
【００４１】
　導波体を図５に示したような構造とすることにより、照射用と受光用導波体を一体化す
ることが、より容易となる。また容易にほぼ同一箇所に照射端と受光端を配置することが
できることから、生体のように常に測定対象物自体が動いている場合や、更には生体内部
の場合のように、限られた開口範囲から局所的に光を照射し、かつ、受光する必要がある
場合に好適である。
【００４２】
　第１コア部１１、第２コア部１２を形成する材料は、第２コア部を導波する光に対して
の開口数が第１コア部を導波する光に対しての開口数よりも大きくなるよう、適宜製造の
容易さ等を勘案し適切なものを選択すればよい。さらには、空間的に広い範囲からの光を
受光可能なよう、受光用導波体の端面部の断面積は照射用導波体のそれよりも大きいこと
、即ち、第２コア部端面の断面積は第１コア部のそれよりも大きいほうが好ましい。
【００４３】
　なお、本発明は上記いずれの実施形態に限定されるものでもない。例えば、上記の実施
形態では、導波体としていずれもガラス製光ファイバを用いたが、樹脂製とすることも可
能であり、照射、受光する光に対して透明性の高い材質からなるものであれば良い。
【産業上の利用可能性】
【００４４】
　以上述べたように、本発明は測定対象物に光を照射して当該測定対象物からの反射光、
散乱光、蛍光等を測定することによって当該測定対象物の性質等を測定する装置およびそ
の測定方法に利用可能である。
【図面の簡単な説明】
【００４５】
【図１】第一の実施形態に係る光学測定装置１とそれを使った測定方法の模式図である。
【図２】第一の実施形態に係る光学測定装置における照射用及び受光用導波体の断面構造
を表す図である。
【図３】第二の実施形態に係る光学測定装置における照射用及び受光用導波体の一端面付
近における断面構造を表す図である。
【図４】第二の実施形態に係る光学測定装置を用いた光学測定方法の概念を示す模式図で
ある。
【図５】第三の実施形態に係る光学測定装置における照射用及び受光用導波体の断面構造
を表す図である。
【図６】第三の実施形態に係る光学測定装置およびこれを用いた光学測定方法の概念を示
す模式図である。
【符号の説明】
【００４６】
　１　・・・　光学測定装置
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　２　・・・　発光部
　３　・・・　発光素子
　４　・・・　発光制御部
　５　・・・　受光部
　６　・・・　受光素子
　７　・・・　受光制御部
　８　・・・　照射用導波体
　９　・・・　受光用導波体
１０　・・・　測定対象物
１１　・・・　第１コア部
１２　・・・　第２コア部
１３　・・・　クラッド部
１４　・・・　保護層

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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